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1．はじめに
１９９０年代後半以降の従来型産業の閉塞感から，
シリコンバレーをモデルとしたイノベーション
支援策が日本を含め世界各地で導入された。日
本では，TLO（Technology Licensing Organiza-
tion（技術移転機関））の設立などを含む大学
等技術移転促進法（１９９８年），キャピタルゲイ
ンによる起業促進のため，ベンチャー企業の上
場の場を作るための金融システム改革法（１９９８
年）などが整備され，２００１年からは経済産業省
の産業クラスター政策，及び，文部科学省の知
的クラスター政策が始まった。筆者は産業クラ
スター計画の立ち上げ，初期の事業の全国展開
に経済産業省の管理職として関わった。このよ
うなイノベーション支援策が導入されてから，
本稿執筆時（２０１７年）まで約２０年が経過してい
る。産学官連携は導入当時の熱狂は見られない
ものの，産業界，大学，行政やイノベーション
＜概要＞
企業が存続していくためには，既存事業の需要低下を意識して，常に新規事業を開拓し
ていく必要がある。しかし，イノベーション，特に研究開発を伴うものは，自社の経営資
源だけではできないことがある。中小企業は大企業に比べて，自社の経営資源は限られて
いるので，この制約はより強いと考えられる。このため，ベンチャー企業を含む中小企業
のイノベーションを支援する試みが国内外でなされてきた。本稿では，イノベーション支
援組織による中小企業支援は機能したのか，支援が機能するためには何が必要か，その文
脈での産学官の人的ネットワーク，経営者と外部資源を結びつける媒介者の役割などにつ
いてケーススタディによって考察する。
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支援組織の事業として定着したように見える。
このような経緯と背景の下，本稿では，日本
の中小企業の産学官連携によるイノベーション，
その支援のために作られたイノベーション支援
組織や産学官の人的ネットワークについて，神
奈川県と宮崎県の中小企業のケーススタディか
ら考察する。特に，経営者と外部資源を結びつ
ける媒介者の重要性を確認し，その実態や成立
条件，機能等について考察する。
本稿でケーススタディを行う目的は，産学官
連携によるイノベーションを行った中小企業の
経営者，社員やその支援者の経験から内省的視
座を得るとともに，イノベーション支援組織が
機能するための条件，又は，機能しない条件の
一般化を試みることである。
本稿で「イノベーション支援組織」とは，早
い地域では１９９０年代半ば以降，多くの地域では
２０００年代以降，日本各地において設立された企
業のイノベーションを支援する機関をいう。岩
手ネットワークシステム（以下「INS」１））が設
立されるなど産学官連携への取組みが早くから
行われ，成功例と言われる岩手県の例でイノベ
ーション支援組織の設立を見る。
岩手県では，図１．１のように，１９８６年，（財）
岩手県高度技術振興協会（テクノポリス財団）
が設立された。１９９４年，岩手県工業試験場，岩
手県醸造食品試験場の両試験場が統合し，岩手
県工業技術センターとして発足２）した。１９９３年，
岩手大学地域共同研究センターが設置され，
２００４年，岩手大学地域連携推進センターへ改組
（生涯学習教育研究センター・地域共同研究セ
ンター・機器分析センターの合併）された。
２０００年，（財）岩手県高度技術振興協会と（財）
岩手県中小企業振興公社の統合により（財）い
わて産業振興センターが発足するなど，イノベ
ーション支援組織が設立されてきた。
このようなイノベーション支援組織の設立は，
日本国内だけではなく，２０００年代に世界的に行
われており，金井［２００３］，西口［２００３］，Gibson
［１９９４］，西澤，福嶋［２００５］，福嶋［２０１３］な
どが，世界各地のイノベーションが活発な地域
のケーススタディを行う中で，イノベーション
支援組織の存在についても言及している。
本稿で「産学官の人的ネットワーク」とは，
地域産業の活性化を指向し，それぞれの志を
もった人たちが，集まって話し合い，情報交換
図１．１ INSと岩手県の産学官支援組織群の設立
出典：岩淵［２００５］（p．２１）から著者作成。
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し，懇親を重ねることで形成した，参加者の相
互信頼がある人的ネットワークをいう。産学官
の人的ネットワークのうち日本で最も歴史のあ
る INSの事例を示す。
近藤［２００７］では，図１．２のように INSを解
説しており，地域の企業と，岩手県，いわて産
業振興センター，岩手大学などの支援組織群の
組織に属する個人（図１．２では丸い小さな粒で
表現されている）が，INSというアメーバのよ
うな人的ネットワークに参加している。情報を
交換しながら，地域の産業育成，啓蒙活動を行っ
て，地域社会の豊かさに貢献する。この人的ネッ
トワークが，アメーバ状に変幻自在に動いて地
域の産学官の人や情報の流れを良くする。産学
官連携を有効に機能させ，地域産業支援に貢献
する。その活動を支えるのが，岩手大学の教員
に蓄積された知識であり，それを元に産学官に
働きかける地域連携推進センターであるとして
いる。このような人的ネットワークの機能は，
今井，金子［１９８８］，西口［２００３］，今井［２００８］
などがネットワークの機能として論じている。
日本には，INSと同様の機能を目指して設立さ
れた産学官の人的ネットワークが，表１．１のよ
うに少なくとも２５確認できる。
イノベーション支援組織は，建物，設備，人
件費など運営経費を要するが，これらの経費負
担は期待された役割を果たしたのであろうか。
どのような場合に，産学官連携によるイノベー
ションはイノベーション支援組織によって推進
されるのか。これらの問いは，政策推進者やス
テークホールダーにとっても重要な関心事と考
えられる。
2．中小企業の産学官連携によるイノ
ベーションの事例
２―１ 調査方法
本稿のケーススタディの調査方法は，標準化
された質問と自由面接の組み合わせによる半構
造化面接調査に拠った。標準化された質問は，
第一に，会社の基本情報（売上，従業員数，製
品，技術，社歴，創業者，経営者の背景など）。
第二に，２０００年以降，又は現経営者になってか
らイノベーションを行ったか。第三に，行った
場合は，それぞれのイノベーションの内容，販
売に至っている場合は年商規模，それぞれのイ
ノベーションを行うために社外の誰を頼ったか，
社内外のイノベーションに寄与した者は誰か等
を問うた。ただし，イノベーションの成果が未
だ市場で販売に至っていない場合や，保持すべ
図１．２ 岩手ネットワークシステムの概念図
出典：近藤［２００７］から著者作成。
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き秘密に該当するなどの場合があり，すべての
質問に回答が得られたわけではない。自由面接
は，企業の経歴，経営者の生い立ち，内面など
を自由に語ってもらった。
調査結果をとりまとめるに当たっては，第一
に，確認された事実が，オープンイノベーショ
ンの全体の過程の中でどの場面におけるものか，
第二に，経営者を中心とする関係者が，弱い紐
帯，強い紐帯のどちらで結びついたものかに着
目しながら整理した。
第一の場面については，ケーススタディで確
認された事実が，Chesbrough［２００３］のオー
プンイノベーションの過程の中の Research（ア
イデア，技術シーズ探索，研究），Development
（プロジェクトチームによる研究開発），Market
（販売と市場）という３つの場面（図２．１）のど
れに係る事実かに着目しながら整理した。
第二の弱い紐帯，強い紐帯については，従来
の発想を超えたイノベーションを起こすための
情報は，いつも付き合っている人からは得られ
ないという議論がある。Granovetter（１９８５）
は「自分と強い紐帯（strong ties）を持つ人々
の方が就業情報で援助しようと動機づけられて
いると思うかもしれない。しかし，自分と弱く
表１．１ 日本の主な産学官の人的ネットワークとその設立年
設立年 産学官民コミュニティ名
１９８７年 INS（岩手ネットワークシステム）（活動開始）
１９９２年 INS（岩手ネットワークシステム）（会として発足）
１９９８年 TAMA協会（（一社）首都圏産業活性化協会）
２００１年 北海道中小企業家同友会産学官連携研究会（HoPE）
NPO法人北関東産学官連携研究会
２００２年 浜松オプトロニクスクラスター
信州スマートデバイスクラスター（旧長野・上田スマートデバイスクラスター）
九州広域クラスター（システム LSI設計開発拠点の形成）
２００３年 KNS（関西ネットワークシステム）
広島５：０１クラブ（中国地域ニュービジネス協議会）
飯塚（e―ZUKA）TRY VALLEY構想（産学官交流研究会）
函館マリンバイオクラスター
２００４年 ひたちものづくりサロン（HMS）
なかネットワークシステム（NNS）
やまなし産業情報交流ネットワーク（IIEN.Y）
福岡中小起業家同友会福岡地区産学官連携部会（FAST）
新都心イブニングサロン
２００５年 （公社）いわき産学官ネットワーク協会（ICSN）
とっとりネットワークシステ
ひろさき産学官連携フォーラム
２００６年 全国異業種グループネットワークフォーラム（INF）
２０１０年 とちぎ未来ネットワーク（FTN）
２０１１年 とかちネット
２０１２年 土佐まるごと社中（TMS）
梅田MAG
宮崎県中小企業家同友会産学官民連携部会（MANGO）
出典：各々のホームページ等で著者作成。
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結びついている（weak ties）人々が，自分の
まだ持っていない就業情報にもっと接近できる
という構造的な傾向がある。（中略）自分と最
も親密な人々は，自分が既に知っている人々と
の重複した接触が最も多く，彼らが関知する情
報は自分が既に持っているものとほとんど変わ
らない傾向がある。」（p．５１）としている。西
口［２００７］は「バート・レントは，構造的な
穴が埋められ，遮断されていた情報が流れるよ
うになったネットワークに発生しうるレントを
いう。コールマン・レントは，少数・固定メ
ンバーの緊密な相互依存関係が生まれている
ネットワークに発生しうるレントをいう。」
（p．３５１―３５２）としている。Chesbrough, Wim,
West［２００８］は「同じパートナーだけと結び
ついていると外部の情報に対して閉じられ，イ
ノベーションは窒息する。Granovetter ［１９８５］
のいう弱い結びつき，異なる情報源へのアクセ
スを作ると良い。」（p．３０１，３０２）としている。
このような議論を踏まえ，経営者を中心とする
イノベーションに係る人的関係を，図２．２のよ
うに強い紐帯と弱い紐帯を意識して整理した。
図２．１ Open innovation
出典：Chesbrough［２００３］に著者が追記。
図２．２ 強い紐帯の人々と弱い紐帯の人々が持つ情報
注：実線は強い紐帯，点線は弱い紐帯を有していたことを表す。
出典：Granovetter［１９８５］から著者作成。
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２―２ 神奈川県のA社の事例
２０１６年１０月，A社の C氏 （技術担当取締役）
及び D氏（技術開発担当管理職）にインタビュ
ーを行った。
A社は，資本金２２億円，年商約１００億円，従
業員数１７３人。水晶デバイス用，光学薄膜用，
電子デバイス用の真空関連装置並びに真空機器
等の製造を行っている。
１９５３年，B社長の先代が個人経営として創業
し，１９５５年，油回転真空ポンプの製造を開始し
た。１９５８年，株式会社化し，本社・工場を川崎
市に置いた。１９８６年，B社長が就任し，２００５年，
相模原に本社を移転した。創業以来，技術，開
発に関して多数の賞を受けるなど研究開発型企
業である。
２０１７年現在で６０期目，初代が亡くなって２代
目の B社長に承継して３０年経過したという。
工作機械メーカーなので，売上げに波はあるが，
高収益で投資を積極的に行っている。技術の系
譜としては，創業者が老舗の真空関係の工作機
械メーカーから独立した。真空関係の工作機械
メーカーは，ほとんどが同じ流れである。真空
ポンプの製作，オーバーホールから始めた。成
膜，蒸着技術に展開し，水晶振動子の周波数調
整製造装置が１９７５年当時のトランシーバーブー
ムに当たって業績が伸びた。伸びた要因は，周
波数を１素子ずつ検査して公差内に収めていく
ことがうまくいったからである。制御，計測，
メカトロ，プラズマ，ネットワークアナライザ
などの技術要素を使う必要があり競争力があっ
た。競争相手は米国に数社あったが，今は同社
１社だけという。
A社は，２０１３年４月から２０１６年３月まで「極
小化に対応した水晶振動子真空移載・加熱封止
装置の研究開発」を，関東経済産業局のサポイ
ン事業３）として実施した。
水晶振動子は極めて良好な周波数安定度を持
つが，それぞれの水晶振動子の周波数を求める
周波数に合わせるためには，周波数偏差を小さ
くする，水晶振動子の周波数を測定しながら電
極膜厚を変化させることによって周波数を調整
するなどの技術要素が必要である。２０１３年当時
の電子機器は，高機能化，複合化，小型化・薄
型化が課題であり，水晶振動子も同様であった。
１９９０年ころから，水晶振動子をセラミックの
パッケージに入れ，小型化していき，そのパッ
ケージの大きさも７．０×５．０mmであったもの
が，２０１３年には２．０×１．６mmが市場の主流とな
り，さらに，１．６×１．２mm，１．２×１．０mmといっ
た小さなサイズも市場に出始めていた。日本水
晶デバイス工業会４）の２０１１年の見通しでは，ス
マートフォン，タブレットパソコンなどに牽引
され，市場の拡大が見込まれていた。本稿執筆
時（２０１７年）現在，水晶振動子は極めて良好な
周波数安定度を持つことから，パソコン，携帯
電話，デジタルカメラなどデジタル家電，自動
車，基幹通信系などの産業インフラその他の電
子機器に搭載されている。
水晶振動子の製造プロセスでは，セラミック
のパッケージを溶接で閉じて封止しなければな
らないが，水晶振動子が小型化されるほど溶接
による加熱の副作用が大きくなった。また，封
止工程が個別処理であるため製造時間が長くか
かった。さらに，真空中で周波数調整をした後，
いったん大気に曝らしてから封止用機械に移し，
再び真空にしてから封止工程を行っていたため，
大気中でパッケージ内部の水晶振動子等が酸素
と結合して酸化，スズなどの不要な物質を吸着，
ほこりの混入によって，周波数がばらつき，封
止不良が発生して歩留まりが悪化していた。
以上のような課題に対応するため，本研究開
発の目的は，水晶振動子の小型化，高精度化ニ
ーズに応え，製造プロセスを改善し，鍵となる
製造装置である真空加熱封止装置を開発するこ
とであった。周波数調整から封止工程までの製
造プロセスを，大気に曝すことなく一貫して真
空中で処理することによって，酸化，吸着，埃
の影響を抑え，また，個別処理ではなく多数一
括処理とする製造装置を開発することにより生
産性を向上させることを目的とした。２０１３年～
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２０１５年度に開発した製造装置（図２．３）では，
前工程と後工程の間のトレーの移し替えを真空
中で静電気を使って行うことにより，以前の機
械に比べて，後工程でのばらつきを半分程度ま
で抑制することができたという。
サポイン事業の研究体制は，A社の C氏，D
氏ほか，ヒーター，センサーなどのメーカーで
ある G社，関東地方の F大学教員ほかのプロ
ジェクトチームであった。この研究開発のプロ
ジェクトチーム組成に当たっては，A社の B
社長，C氏の問題意識，人脈が起点となり，
TAMA協会，タマティーエルオ （ー株）（以下
「TAMA―TLO」）の E氏を介して前述のように
結びついた。TAMA―TLOの E氏によれば，大
学の選定，研究内容をどこに設定するかなど，
A社と相談しながら提案内容をまとめたとのこ
とである。これらの研究開発プロジェクトチー
ムに関わった人々の関係を B社長，C氏らを
起点とすると，図２．４のように表現できる。
この事例から注目される事実を挙げると，第
図２．３ A社が開発した真空移載装置の装置構成
出典：関東経済産業局，タマティーエルオ （ー株）
図２．４
注：実線は強い紐帯，点線は弱い紐帯を有していたことを表す。
出典：Granovetter［１９８５］，関係者へのヒアリングから著者作成。
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一に，A社の B社長が TAMA協会の初期から
関わっていたことから，TAMA協会の人的ネッ
トワークが TAMA―TLOとも結びつき，研究開
発のプロジェクトチーム組成に貢献している。
第二に，オープンイノベーションに係る経営
者コスト軽減へのイノベーション支援機関，産
学官の人的ネットワークの貢献についてみると，
Research，Development，Market という３つ
の場面と情報探索コスト，モニタリングコスト
という経営者の２種類のコスト（表２．１）のす
べてを支援しているのではなく，Researchの
場面の探索コストを中心に，かつ，その全部で
はなく一部を支援していることがわかる。オー
プンイノベーションは基本的に経営者がコスト
を払って行うものであり，イノベーション支援
組織，産学官の人的ネットワークの貢献は，範
囲も深さもコスト全体の一部に対するものであ
ることがわかる。
次に，TAMA―TLOの E氏に関して事例から
注目される事実を整理すると，第一に，E氏の
優れた情報探索力である。A社は研究開発型企
業であるため，本業の関連技術，関連研究者な
どの高度な知見を有していたが，E氏は A社
の本業以外の関連技術，関連研究者に係る情報
探索に貢献している。例えば，A社から「TAMA
―TLOはネットワークを持っていて，こういう
技術が必要というと，多様な研究者や企業の候
補の中から探し出してきてくれる。」「G社は，
同じ市内に事業所を有する会社であったが A
社それまで交流がなく，E氏から紹介を受け
た。」「E氏は，F大学教員を研究業績等から調
査し，研究開発への参加を呼びかけ，プロジェ
クトチームのメンバーに招聘した。」といった
評価を受けている。
TAMA―TLO，TAMA協会といった人的ネッ
トワークの存在は，上記の情報探索コストだけ
でなく，モニタリングコストの低減にも貢献し
たと考えられる。
第二に，TAMA―TLOの E氏がこのような貢
献をすることができた背景である。E氏がこの
ような貢献をするために必要な能力を見ると，
第一に，前職で電機メーカーに長年勤務し，か
つ，開発，営業，品質評価などの役職を歴任し
た中での経験から培われた，プロジェクトチー
ムによるイノベーションに関して研究，開発，
販売など入口から出口まで見通して対応する力，
的確な研究者を探索する調査力がある。第二に，
TAMA―TLOに２００８年から在籍し本稿執筆時に
表２．１ オープンイノベーションの各場面と経営者のコスト
場面
経営者コスト
探索コスト モニタリングコスト
Research
（アイデア，技術シ
ーズ探索，研究）
社内外からアイデア，技術シーズを
探索するコスト。
社外の技術，技術の提供者が信用できるか
や，社外技術の利用条件等に関して機会主
義的行動を取られないようモニタリングす
るコスト。
Development
（プロジェクトチー
ムによる研究開発）
開発開始後に，開発遂行に必要な情
報（外部資金獲得に係る情報を含む）
を探索するコスト。
開発開始後に追加する社外の技術，技術の
提供者が信用できるかや，社外の共同開発
メンバーが途中で辞めたり，競合に移籍す
る等の機会主義的行動を取られないようモ
ニタリングするコスト。
Market
（販売と市場）
新規市場開拓の場合，市場調査コス
ト。
社外の販売提携者が信用できるかや，社外
の販売提携者が途中で辞めたり，競合と提
携する等の機会主義的行動を取られないよ
うモニタリングするコスト。
出典：チェスブロウ［２００３］から著者作成。
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もその職にあるという長期にわたるイノベー
ション支援へのコミットと，そのコミットと人
柄によって培われた人脈の力がある。
第三に，TAMA―TLOの E氏がこのような貢
献をする動機を聴くと，第一に，定年後も収入
があること，第二に，仕事に興味が持て，企業
に役立ち評価された時の達成感，第三に，大手
メーカーの現役の技術者の業務よりも負担が軽
いことから，定年後の仕事に向いていると考え
ていること。このような仕事の仕方を許してく
れる TAMA―TLOという支援組織が世の中にあ
ることも重要だと考えていることがあるという。
２―３ 宮崎県の J社の事例５）
２０１７年１月及び２月，J社代表取締役 K社長，
L管理室長ほかにインタビューを行った。
J社は，宮崎県北部の資本金４５００万円，年商
約１７億円，従業員数８６人。配電盤の設計施工，
電気計装工事，精密板金加工・塗装，モーター・
昇降機の設備保全，環境機器の製作・販売など
を行う電気設備メーカーである。
１９５１年，先代（K社長の父）が宮崎県北部で
個人経営として創業し，同時に地元大手企業か
らモーター，変圧器の巻替修理工場として指定
を受けた。１９６２年，法人に改め合資会社 J社を
設立。１９７３年，近隣の中小企業工業団地に工場
新築移転した。１９８９年，先代死去に伴い，K社
長が就任した。承継時は，地元大手企業からの
仕事がほとんどで，従業員４０人規模であった。
K社長は，２０００年頃から既存事業はいずれ縮
小すると考え，新規事業を求めて，月に３回程
度，宮崎県から東京に出向くなど自ら情報収集
を行ってきているとのことである。新規事業と
して，生ゴミ処理機，福島の原発事故対策の汚
水タンク用シーリングにも使用されたポリウレ
ア防水コーティング，低温除湿乾燥機，顔認証
による入出管理・防犯システム，電車用部品ユ
ニット，池の浄化装置などに取り組んできてい
るという。
本事例の研究開発に至る背景として，J社
は，１９９０年代後半から，食品加工場，ホテル，
大型複合施設等から出る食品残渣を短時間で発
酵分解し，有機肥料や飼料へと転換するシステ
ムを OEM生産（委託者ブランド名製造）して
いた。機器の製造，メンテナンスは同社が行っ
てきたという。その結果，次第にノウハウを蓄
積し，また，委託者が食品残渣等処理機器事業
から撤退するなどしたため，同社が食品残渣等
処理機器事業を行うようになっていったという。
この技術を活用して，２０１５年，国際協力機構
（JICA）の委託事業を受けて，ベトナムの養殖
エビ，ナマズ事業から輩出される漁業残渣を微
生物で発酵分解し肥料・飼料を生成する実証事
業を行い完成させた。この成果により，ベトナ
ムで J社の食品残渣等処理機器に引き合いがあ
るという。日本国内やベトナムでは，食品残渣
を発酵分解し有機肥料や飼料へと転換して利用
する市場が主である。このような市場に対して，
J社は既存技術，既存製品を有していた。
他方，シンガポールなど海外市場によっては，
有機肥料や飼料への転換ではなく，ゴミの量を
減らすことを求める市場が存在するという。こ
のため，J社は，食品残渣等処理機器に係るノ
写真２．１ J社が製造した食品残渣等処理機器
出典：２０１７年２月，著者撮影。
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ウハウの蓄積上に，活性酸素によって食品残渣
等を減容（容積や容量を少なく）する技術を導
入して研究開発し，新製品を製品化した。シン
ガポールからの受注に向けて営業中という。
研究開発の技術シーズとしては，J社は，創
業時から地元大手企業よりモーター，変圧器の
巻替修理工場として指定を受け，長年の技術蓄
積の中で，第一に，製造保全事業として，各種
受配電盤・制御盤の設計製作及びプラント設備
の保全・メンテナンスをする。第二に，精密板
金事業として，CAD/CAMの自動プログラミ
ング，パンチング加工，ベンディング加工，溶
接加工などの主要工程で，空調機器，配電盤，
事務機器などの筐体ならびにその部品を製作す
る。製缶完了後は塗装やメッキ（外注）などの
表面処理を行い完成させる。第三に，電気計装
工事事業として，設計・施工・管理システム，
各企業，官公庁の電気関連設備工事を行う。１
級電気工事施工管理技士・第１種電気工事士な
ど，有資格者による法令遵守工事施工体制で安
全を提供する。などの技術を有している。ま
た，１９９０年代後半から，食品残渣等処理機器の
製造，メンテナンスを行ってきており，この分
野での技術，ノウハウの蓄積があった。
社外の技術シーズとしては，活性酸素によっ
て食品残渣等を減容する技術は，大企業から独
立した研究者である N氏が開発，保有してい
た。K社長は，自らの情報探索によって知り合っ
た東京のM大学教員の紹介で N氏と出会った
という。M大学教員は，工学の自らの専門分
野の知見から N氏の存在を知っていたという。
研究開発のプロジェクトチームは，第一に，
J社の社長，食品残渣等処理機器の開発，製造
の担当者，第二に，活性酸素によって食品残渣
等を減容する技術を有する研究者である N氏
であった。イノベーションに関わった人々の関
係を，強い紐帯と弱い紐帯を意識して見ると，
J社の社内関係者と，弱い紐帯で結びついた東
京のM大学教員から，さらに弱い紐帯で結び
ついた N氏とであり，これらの人々の関係は，
図２．５のように表すことができる。
K社長は，これまでのところ，宮崎県内のイ
ノベーション支援組織の利用や産学官の人的
ネットワークへの参加はないという。K社長の
情報収集の経験から，探索コストを東京での情
報収集に振り向けたと考えられる。他方，岩手
県や TAMA地域であれば，J社のようにイノ
ベーションに積極的な会社は，岩手県庁や関東
通商産業局の御用聞き訪問の対象となり，２０００
年以降，支援組織の支援の申し出を受けたであ
ろうと推察される。
3．中小企業のオープンイノベーショ
ンを支援する組織と媒介者の役割
３―１ 強い紐帯で結びついた媒介者を介して
遠くの経営資源と結びつく
ケーススタディから，中小企業のオープンイ
ノベーションは，基本的に経営者がコストを
払って行うものであるが，イノベーション支援
組織，産学官の人的ネットワークが，Research
の場面での探索コストの低減を中心に支援する
事例があることがわかった。２―１で述べたよ
うに，従来の発想を超えたイノベーションを起
こすためには，遠くの外部資源を見つけ出し，
オープンイノベーションのパートナーにしなけ
写真２．２ 有機物減容装置
出典：同社ホームページから（２０１７／０３／０３取得）
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ればならないことが多い。本稿のケーススタ
ディからの重要なメッセージのひとつは，中小
企業の経営者が遠くの外部資源に結びつく際に，
経営者と強い紐帯で結びついた媒介者が重要な
役割を果たすことがあるという事実である。
経営者が遠くの外部資源に結びつくためには，
直接結びつくか，媒介者を経由する。これらの
関係を場合分けすると表３．１のように３とおり
となる。
神奈川県の事例では，A社の B社長から
TAMA協会，TAMA―TLOの E氏まで強い紐帯
の連鎖で結びつき，E氏が F大学教員，G社を
紹介した。宮崎県の事例では K社長から弱い
紐帯でM大学教員に結びつき，M大学教員が
N氏を紹介した。経営者と TAMA―TLOの E氏，
M大学教員との結びつき方の違いは偶然だけ
ではないと考えられる。E氏はイノベーション
支援組織に勤務していて経営者との交流は職務
の一部であり，意図してイノベーションの媒介
者たろうとしていた。他方，M大学教員は，K
社長の情報探索により K社長と結びついたが，
意図して媒介者たろうとしていたわけではない
と考えられる。
表２．１で示した情報探索コスト，モニタリン
グコストは，強い紐帯で結びつく場合は，弱い
紐帯で結びつく場合よりもコストが小さいと考
えられる。事例の中には，経営者から遠くの経
営資源まで，媒介者を介して強い紐帯の連鎖の
みで結びついたものもある。このような場合，
情報探索コスト，モニタリングコストを小さく
保ちながら，従来の発想を超えたイノベーショ
ンを起こす可能性を持った遠くの情報にアクセ
表３．１ 経営者と遠くの外部資源の結びつき方（弱い紐帯，強い紐帯での場合分け）
経営者 …弱い紐帯… 遠くの外部資源
経営者…弱い紐帯…媒介者…弱い紐帯…／―強い紐帯― 遠くの外部資源
経営者―強い紐帯―媒介者…弱い紐帯…／―強い紐帯― 遠くの外部資源
出典：Granovetter［１９８５］から著者作成。
図２．５
注：実線は強い紐帯，点線は弱い紐帯を有していたことを表す。
出典：Granovetter［１９８５］，関係者へのヒアリングから著者作成。
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スできたと考えられる。
以上から，Researchの場面での探索コスト
の低減に係るイノベーション支援組織の支援の
基本的なパターンは，経営者と強い紐帯の関係
にあるイノベーション支援組織内の媒介者が，
経営者と弱い紐帯の関係，又は，無関係である
遠くの外部資源と結びつけることであると考え
られる。
３―２ イノベーション支援組織が機能する条
件，機能しない条件の考察
神奈川県の事例では，イノベーション支援組
織に媒介者が存在しており，この媒介者がイノ
ベーション支援組織において経営者と適切な外
部資源を結びつける具体的な働きをしていた。
このような媒介者となる条件を考察すると，第
一に，経営者と強い紐帯で結びついていること
である。その条件は，経営者から見て人物とし
て信用でき，あまり対価を要求せず，産学官連
携によるイノベーションに関して知識，意欲，
経験，コミットを有し，仕事や連絡が早いこと
などが考えられる。
第二に，多数の外部資源と強い紐帯，弱い紐
帯で結びついていることである。その条件は，
多様な企業，研究者など適切な外部資源候補を
知っている，又は，調査できることであると考
えられる。
この条件を見ると，イノベーション支援組織
が単独で存在するよりも，岩手の事例のように
産学官の人的ネットワークと連携して活動する
方が，イノベーション支援組織がより機能する
という経験とも整合的である。また，媒介者と
なる条件から，イノベーション支援組織が機能
しないケースを次のように考察することができ
る。
第一に，イノベーション支援組織の役職員に
媒介者の機能を果たす者がいないケースである。
具体的には，地域に産学官の人的ネットワーク
があってもそれに参加しない。地域に産学官の
人的ネットワークがない場合に，自分から企業
や大学教員に積極的に関わって人的ネットワー
クを作ることをしない。イノベーションに関し
て知識，意欲，経験がなく，長く在籍しても知
識，経験が蓄積されない。イノベーションに向
けた協働活動にコミットしない。経営者が頼み
ごとをしてもなかなか連絡してこないなど，前
述の媒介者の条件を満たさないケースである。
イノベーション支援組織は存在するので，イ
ノベーション支援の助成メニュー（補助金，出
資，融資など）の仕組みは有しており，実施さ
れていると考えられる。しかし，役職員がイノ
ベーションに積極的に関わろうとする姿勢では
ないので，申請があれば事業要項に照らして審
査し，基準を満たせばファンドを出すといった
要請主義的，官僚的な仕事ぶりになっていると
考えられる。
第二に，イノベーション支援組織の役職員が，
媒介者となるための知識，経験を蓄積する時間
を持てず，経営者や大学教員などのイノベー
ションの担い手に対して，中長期に協働してい
くことをコミットできないケースである。具体
的には，行政からの出向者であれば人事異動で，
任期付き採用職員であれば任期で役職から離れ
るため，数年しかその職にいないことが決まっ
ているケースである。
第三に，イノベーション支援組織の役職員が
情報探索したり，人脈を作ったりすることを自
ら抑制しているケースである。コーディネータ
ー等を含む役職員に対して「出張などをあまり
せず，オフィスに居るように」規則や予算で律
したり，指導したりしている例を聞く。そのよ
うな運用では，イノベーション支援組織に媒介
者を持つことは困難であると考えられる。
２０００年代以降に作られたイノベーション支援
組織で現存しないものは，運用経費を得られな
くなって廃業したケースが多いと考えられるが，
その要因のひとつとして地域のステークホール
ダーからの評価が得られず，行政や民間からの
ファンドが得られなかったことが考えられる。
地域での評価が得られなかった理由は，イノベ
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ーション支援の結果が出なかった，費用対効果
が評価されなかった等が考えられるが，上記の
ようなケースでは地域での評価を得ることは困
難であったであろうと考えられる。
本稿の目的のひとつは，イノベーション支援
組織が機能するための条件の一般化を試みるこ
とである。イノベーション支援組織，産学官の
人的ネットワーク，媒介者の相互作用によって
中小企業のオープンイノベーションを支援する
ことは可能であり，その鍵は，イノベーション
支援組織，産学官の人的ネットワーク，媒介者
が連携して「経営者と遠くの経営資源とを，強
い紐帯で結びついた媒介者を介して，できる限
り強い紐帯の連鎖で結びつける」活動であると
の仮説を提示したい。今後も，本稿において得
られた視座や仮説をもって研究を深めていきた
い。
注
１）INSは，２００３年の第１回産学官連携推進会議にお
いて経済産業大臣賞を受賞。
２）筆者は，１９９２年６月から１９９４年４月まで，岩手県
工業課長として，テクノポリス財団を担当し，岩
手県工業試験場，岩手県醸造食品試験場の統合，
岩手県工業技術センター発足に関わった。また，
現在に至るまで岩手県の産学官関係者，INSと交
流している。
３）戦略的基盤技術高度化支援事業（略称「サポイン
事業」）は，ものづくり基盤技術（１２分野）の向上
につながる研究開発，その事業化に向けた取組を
支援することを目的とするファンド（助成金）で
ある。中小企業・小規模事業者が大学・公設試等
の研究機関等と連携して行う等を支援する。筆者
は，２０００年６月から２００１年７月まで，関東通商産
業局産業企画部長（２００１年１月からは関東経済産
業局）として，行政の立場からサポイン事業に携
わった。
４）日本水晶デバイス工業会（２０１１）「調査研究レポー
ト No．８０」
５）宮崎県の J社の事例は，行政が関与していないの
で，厳密には産学連携，又は，産産連携となる。
外部の経営資源と研究開発を行っているのでオー
プンイノベーションには該当する。
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